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（百万円未満切捨て）  

１．平成 20 年３月期第３四半期の連結業績（平成 19 年４月１日 ～ 平成 19 年 12 月 31 日） 
(1) 連結経営成績                            （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

20 年３月期第３四半期 13,624  － △1,404   － △1,302   －  △1,316   － 

19 年３月期第３四半期 －   － －   － －   －  －   － 

19 年３月期 19,543   － △1,241   － △1,068   －  △1,184   － 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

20 年３月期第３四半期 △152   77 －   － 

19 年３月期第３四半期 －   － －   － 

19 年３月期 △163   68 －    － 

（注）四半期の連結経営成績は当第１四半期から実施しておりますので、前年同四半期の実績額及び
前年同四半期比の増減率は記載しておりません。 

 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円    銭

20 年３月期第３四半期 18,513 1,374 7.2 165    04 

19 年３月期第３四半期 － － － －    － 

19 年３月期 14,976 2,471 16.5 335    25 

（注）四半期の連結財政状態は当第１四半期から実施しておりますので、前年同四半期の実績額は記
載しておりません。 

 
２．平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日 ～ 平成 20 年３月 31 日） 【参考】 
 平成 20 年３月期の連結業績予想につきましては、平成 19 年 11 月 22 日の中間決算発表時に公表し
ました業績予想を変更しておりません。 
 
３．その他  

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う
特定子会社の異動） 

： 有 

(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 

(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 
 
［（注）詳細は、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 ３．その他をご覧ください。］ 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期における建設業界は、公共事業費縮小による発注量の減少が続いており、相変わらず

厳しい経営環境にありますが、国土交通省の緊急公共工事品質確保対策等により、落札価格の低下に

歯止めが掛り、入札環境においては明るい兆しが見えております。 

 このような状況のもと、当社グループの当第３四半期の連結業績は、売上高 136 億 24 百万円、営業

損失 14 億 4百万円、経常損失 13 億 2百万円、当四半期純損失 13 億 16 百万円となりました。 

 なお、当社グループの売上高の形態として、第 4 四半期に完成する工事の割合が多く、第３四半期

の売上高の割合が低くなるといった季節的変動があります。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期における総資産は、平成 19 年７月２日に株式交換で東日本コンクリート株式会社の全

株式を取得したことにより 185 億 13 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 35 億 36 百万円の増

加となりました。また、負債合計は 171 億 38 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 46 億 33 百

万円の増加となりました。 

 純資産合計は 13 億 74 百万円となり、当四半期純損失の計上による利益剰余金の減少等により、前

連結会計年度末と比較して 10 億 96 百万円の減少となりました。 

 

３．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 平成 19 年５月 17 日に、東日本コンクリート㈱との間で株式交換契約を締結し、平成 19年７月２日

に同社を完全子会社としております。 

 

(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用 

 税金費用等影響額が軽微なものについて、一部簡便な方法を採用しております。 

 

(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 19 年４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 
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４．（要約）四半期連結財務諸表 

(1) （要約）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円、％） 
前年同四半期末 

平成 19 年３月期 

第３四半期末 

当四半期末 

平成 20 年３月期 

第３四半期末 
増  減 （参考）前期末 

（平成19年３月期末）科  目 
金  額 金  額 金  額 増減率 金  額 

（資産の部）      
Ⅰ 流動資産      

1．現金預金 ― 812,596 ― ― 1,134,324 

2．受取手形・完成工
事未収入金等 ― 5,722,358 ― ― 6,232,969 

3．未成工事支出金 
4．その他棚卸資産 
5．その他 

― 
― 
― 

4,633,535 

1,277,988 

499,286 

― 
― 
― 

― 
― 
― 

1,076,589 

1,088,323 

401,234 

流動資産合計 ― 12,945,764 ― ― 9,933,441 

Ⅱ 固定資産      

1．有形固定資産 ― 4,661,049 ― ― 4,159,467 

2．無形固定資産 
3．投資その他の資産 

― 
― 

118,542 

788,014 
― 
― 

― 
― 

54,941 

828,720 

固定資産合計 ― 5,567,606 ― ― 5,043,129 

  資産合計 ― 18,513,371 ― ― 14,976,571 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

1．支払手形・工事未

払金等 ― 6,183,398 ― ― 5,115,714 

2．短期借入金 
3．未成工事受入金 
4．その他 

― 

― 

― 

3,565,034 

3,804,375 

1,143,478 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

2,700,000 

1,592,583 

1,636,337 

流動負債合計 ― 14,696,287 ― ― 11,044,635 

Ⅱ 固定負債      

1．社債 
2．長期借入金 
3．負ののれん 
4．その他 

― 

― 

― 

― 

800,000 

687,000 

322,683 

632,702 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

800,000 

262,000 

231,327 

167,209 

固定負債合計 ― 2,442,385 ― ― 1,460,537 

負債合計 ― 17,138,672 ― ― 12,505,172 

（純資産の部） 
Ⅰ 株主資本 

1．資本金 
2．資本剰余金 
3．利益剰余金 
4．自己株式 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

 

800,500 

163,806 

445,901 

△95,102 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

 

800,500 

255,146 

1,762,770 

△471,310 

株主資本合計 
Ⅱ 評価・換算差額等 

― 1,315,105 

 

― ― 2,347,106 

1．その他有価証券評

価差額金 ― 19,560 ― ― 78,450 

評価・換算差額等合計 
Ⅲ 少数株主持分 

― 

― 

19,560 

40,032 

― 

― 

― 

― 

78,450 

45,842 

純資産合計 ― 1,374,698 ― ― 2,471,398 

負債、純資産合計 ― 18,513,371 ― ― 14,976,571 
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(2) （要約）四半期連結損益計算書 

（単位：千円、％） 
前年同四半期 

平成 19 年３月期 

第３四半期 

当四半期 

平成 20 年３月期 

第３四半期 
増  減 （参考）前期 

（平成 19 年３月期）科  目 

金  額 金  額 金  額 増減率 金  額 

Ⅰ 売上高 ― 13,624,643 ― ― 19,543,634 

Ⅱ 売上原価 ― 13,083,773 ― ― 18,168,048 

売上総利益 ― 540,870 ― ― 1,375,585 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費 
― 1,945,363 ― ― 2,617,156 

営業損失 ― 1,404,493 ― ― 1,241,570 

Ⅳ 営業外収益 ― 250,023 ― ― 247,884 

Ⅴ 営業外費用 ― 148,469 ― ― 74,353 

経常損失 ― 1,302,939 ― ― 1,068,039 

Ⅵ  特別利益 ― 115,074 ― ― 30,134 

Ⅶ 特別損失 ― 91,460 ― ― 110,977 

税金等調整前四半期

（当期）純損失 
― 1,279,325 ― ― 1,148,882 

税金費用 

少数株主利益 
― 

42,353 

△4,809 
― ― 

32,198 

3,199 

四半期（当期）純損失 ― 1,316,868 ― ― 1,184,280 
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５．四半期連結受注実績（極東工業㈱、興和コンクリート㈱、東日本コンクリート㈱） 

（1）連結受注実績 

 受注高 

平成 20 年３月期第 3四半期 

    百万円   ％ 

    (13,334)      

     18,403       39.0 

平成 19 年３月期第 3四半期      13,237    △ 30.1 

(注) ①受注高は、当該四半期までの累計額 

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 

③（ ）内の金額は、東日本コンクリート㈱の平成 19 年 7月 2日付繰越工事高を控除した金額 

 

(参考)受注実績内訳                              

区 分 

前年同四半期 

（平成 19 年３月期 

第３四半期） 

当四半期 

（平成 20 年３月期 

第３四半期） 

増 減 増減率 

国 内 官 公 庁 
  百万円  （％）

8,291  （62.6）

   百万円  （％） 

13,867 （75.4） 

百万円 

5,576 

％

67.3

国 内 民 間 656  （ 5.0） 570 （ 3.1） △ 86 △ 13.1 
橋

梁 

計 8,947  （67.6） 14,437 （78.5） 5,490 61.4

国 内 官 公 庁 2,224  （16.8） 1,889 （10.3） △ 335 △ 15.1

国 内 民 間 590  （ 4.5） 923 （ 5.0） 333 56.4

そ

の

他 計 2,815  （21.3） 2,812 （15.3） △ 3 △ 0.1

国 内 官 公 庁 9,236  （69.8） 15,756 （85.6） 6,520 70.6

国 内 民 間 2,527  （19.1） 1,493 （ 8.1） △ 1,034 △ 40.9

建 

 

設 

 

事 

 

業 
合

計 
計 11,763  （88.9） 17,250 （93.7） 5,487 46.6

製 品 販 売 事 業 1,473  （11.1） 1,152  （6.3） △ 321 △ 21.8

合 計 13,237 （100.0） 18,403（100.0） 5,166  39.0

(注) ①（ ）内のパーセント表示は、構成比率 

     ② 高速道路会社は国内官公庁に含めております。 

 
（2）連結受注予想 

 受注高 

平成 20 年３月期予想 
    百万円   ％ 

     25,000        41.9

平成 19 年３月期実績      19,733     △ 22.8

（注）① 平成 20 年３月期予想数値には、平成 19年７月２日に株式交換により子会社化した東日本コ

ンクリート㈱の繰越工事高 50 億 69 百万円を含めて算出しております。 

    ② パーセント表示は、前年同四半期比増減率 

 

※ 上記の予想は、現時点での入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素

を含んでおります。実際の受注は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
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